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◇  令和２年度の障害とくらしの支援協議会（協議会）の活動内容 
 

１．協議会の役割とその位置づけ等について 
 

（１）役割・・・関係機関等の情報共有と地域の実情に応じた支援体制の整備 
 

協議会は、関係機関等が相互の連絡を図ることにより地域における障害者等への支援体制に関する 

課題について情報を共有し、関係機関等の連携の緊密化を図るとともに地域の実情に応じた体制の 

整備について協議を行う場 である。 

そこでは、地域における障害児者等の相談支援の個別事例を通じて明らかになった課題を共有し、 

個別事例から地域全体まで視野に入れた支援体制の整備につなげていくことが重要となる。 

  協議会では、こうした相談支援を軸とした取組みを着実に進めながら、障害当事者や家族とともに、 

障害児者の地域での生活を支える支援体制を確立させ、横須賀市と協働して障害の有無にかかわらず、 

住み慣れた地域で安心して暮らすことのできる共生社会の実現を目指す必要がある。 
 

（２）位置づけ・・・様々な地域の課題に対する柔軟な対応と情報発信の場 
 

協議会は、行政も民間事業者も当事者等も障害児者に関係する人々が対等の立場にたち、行政主導 

ではなく、特定の分野に偏ることなく情報共有及び意見交換、事例検討を行う場であることが求め 

られているため、社会福祉審議会のように、地方自治法に基づく市の附属機関として市長の諮問に 

基づく事項のみを検討する組織とするのではなく、様々な地域の課題に柔軟に対応できる組織として 

いる。 

一方、協議会は、市が附属機関として施策立案をするために専門的に設置する機関ではないが、 

そこで議論された事柄が実際に支援する現場で生かされるようにする必要がある。 

そのためには、全体会等において障害当事者や家族、地域の支援者等も参画し、幅広く市内の現状 

や課題について共有化を図り、問題意識を高めることを通じて、横須賀市の障害児者の支援における 

情報発信の場としていくことが必要である。 

 

（３）協議会と市の関係・・・協議会の委員として社会福祉審議会などに参加 
 

協議会では、これまでも専門分科会の活動など、現場レベルの方々で協議を行うことを特徴の一つ 

としてきた。現場レベルで集まることで共通理解が生まれ、視野も広がり、協議で得られた学びや 

課題解決に向けた意見交換から、日常の実践や今ある関係機関との有機的な連携につなげていくこと 

ができたが、現実的には協議会の議論だけでは解決できない課題も出てきている。 

市は協議会の設置主体であるとともに、協議会を構成する一員として、協議内容から、市として 

取り組むべき課題について役割を果たすよう取組んできたが、従来のように協議会の中だけで完結 

する組織であることには限界があったといえる。 

そこで、市の施策の全体や方向性を検討する際に、現場レベルの声を伝える方法として、社会福祉 

審議会等の委員に、従来のような委員の重複という形態ではなく、協議会の代表等が社会福祉審議会 

等の委員の一員として参加していく仕組みとしている。 

一方で、社会福祉審議会や市内外の支援機関又は関係者に、協議会による現場の声を情報発信して 

いくため、協議会としても、協議会で活動した内容、議論から出てきた解決できない課題やその方策 

について、本報告書を作成している。 
 

（４）協議会と市町村障害福祉計画との関係・・・市は協議会から意見聴取 
 

  平成 24 年 4 月 1 日の法改正により、「市町村は、協議会を設置したときは、市町村障害福祉計画 

を定め、又は変更しようとする場合において、あらかじめ、協議会の意見を聴くよう努めなければ 

ならない。」とされたため、第４期市町村障害福祉計画（計画期間は平成 27 年度から平成 29 年度 

の３年間）の策定にあたって、平成 26 年 8 月に、本協議会から市に対し施策等に関する意見書を 

提出している。 

  なお、本市は、協議会等の意見も踏まえ、平成27年2月に同計画を策定している。 
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（５）令和２年度の協議会の組織 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全体会（年２～３回）主に代表者 

 

実務者運営会議（年 4～5 回開催） 

 
 

障害者相談サポートセンター 

つながり創り連絡会 
（各  年３～4 回程度開催） 

 

相

談

支

援

連

絡

会 

個別支援調整会議 
 

（偶数月 年６回開催） 

 

 

困 難 事 例 等 調 整 関 係 

課題別会議 
 

（各 年３～４回程度開催） 

 
 

 

短期入所のあり方検討 

プロジェクト 
 

 

 

 

 

 
 

 

個別の支援困難事例を検討 

（スキルアップの場） 

 

く
ら
し
を
支
え
る
連
絡
会 

くらしを支える連絡会は、地域生活を支えるために、今ある資源の状況把握と有効活用など、具体的なサービス提供のあり方を

検討するとともに、活動企画の開催による地域の課題の抽出や関係機関の連携と支援力の向上を図る。 

相談支援連絡会は、相談支援機関の役割分担などの地域の相談支援体制のあり方やサービス等利用計画等の効果的な推進方法

を検討するとともに、地域の相談支援機関とサービス提供事業所等との連携や支援力の向上を図る。 

困難事例等調整関係は、個別の支援困難事例（虐待事例を含む）への対応を共有することで、そのノウハウを積み上げることに

より、支援者のスキルアップを図る。指定特定相談支援事業所が支援困難事例を相談できる場とする。 

こども支援連絡会は、障害のある児童の支援に係る基本情報（サポートブック）の活用方法やその効果の検証を行うとともに、

児童期におけるライフステージに応じた適切な支援が行えるよう、サポートブックの活用の推進や関係機関の役割の調整によ

り、地域の家庭と教育と福祉の連携や支援力の向上を図る。 

＜全体会＞個別事例から地域全体までを視野に入れ、各連絡会・各会議の現況の報告を受け、その内容について意見交換し、 

協議する場。障害関係機関だけではなく、多くの福祉関係機関への周知を役割とする。 

＜実務者運営会議＞協議会の運営全般に関わり、各連絡会・各会議の進捗状況を把握し検討課題の抽出や進行管理を務めること

を役割とする。 

＜障害者相談サポートセンター（5委託相談事業所）＞ 

市の担当者と共に各部会・各会議の運営に直接関わり促進させる役割を負う。 

＜つながり創り連絡会＞障害当事者や家族、サービス提供事業所、相談支援事業所、就労支援機関との定期的な会議や活動企画

の開催等により、地域連携をより充実させ、ライフステージ毎に切れ目のない支援を確立することを目的とする。 

＜個別支援調整会議＞ 
 

個別事例を扱うことのできる場として構成する。単なる事例検討ではなく、具体的な介入や解決を目指す。 

＜課題別会議＞つながり創りや個別支援調整会議の中で検討・解決を迫られている課題について、実務者運営会議がその解決の

目的を明示して会議を設定する。   

 

こ

ど

も

支

援

連

絡

会 

 
 

移動支援のあり方検討 

プロジェクト 

 

 

相談支援体制検討会 

 

短期入所のあり方検討プロジェクトは、保護者の入院や死亡等による緊急時等の短期入所の利用調整の仕組みづくりやより適切

な短期入所のあり方を検討する。 
 

移動支援のあり方検討プロジェクトは、適切な移動支援のあり方を検討する。 

 

 

相談支援体制検討会は、相談支援体制についての課題の整理等を行い、相談支援体制全般の安定的運営をめざすための意見交換を

行う。 
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２．令和２年度の協議会の活動方針の概要 

 

（１）協議会は、全体会、実務者運営会議、個別支援調整会議、つながり創り連絡会 

  （くらしを支える連絡会、相談支援連絡会、こども支援連絡会）、課題別会議 

  （短期入所のあり方検討プロジェクト、移動支援のあり方検討プロジェクト） 

  を組織し、活動を行う。 

また、「基幹相談支援センター検討会」の内容を引き継ぎつつ、相談支援体制につい

ての課題の整理等を行い、相談支援体制全般の安定的運営をめざすための意見交換を

行う「相談支援体制検討会」を設置する。 

 

 

（２）全体会は、年2回開催し、各連絡会や各会議からの報告等によって情報共有や意見

交換を行い、地域のネットワークの構築、支援体制の整備に向けた協議を行う。協議

会全体の体制に関しても検討を行う。 

   また、研修会については、新型コロナウイルス感染拡大防止に伴い、今年度の開催

は見合わせることとし、今後、新型コロナウイルス感染症と共生した「新しい利用様

式」に合わせた形をどのように構築していくのか検討していくこととする。 

 

 

（３）実務者運営会議、個別支援調整会議、つながり創り連絡会（くらしを支える 

  連絡会、相談支援連絡会、こども支援連絡会）の取り組みについては、「各連絡会及び

各会議の活動状況について」の別添資料に記載のとおり。 

 

 

（４）平成25年度から平成３０年度の活動報告書については、協議会の成果として 

  広く関係機関で共有し、多くの人に周知、公開できるよう、市のホームページ 

  に掲載しており、令和元年度の活動報告書も引き続きホームページに掲載する 

  予定である。 
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３．令和２年度の協議会の活動成果の概要 

 
【関係機関等による情報共有と地域の実情に応じた支援体制の整備についての協議】 
 

  令和２年度の協議会の活動としては、全体会（２回）実務者運営会議（７回）、基幹相談

支援センター検討会（２回）、つながり創り連絡会として、くらしを支える連絡会（３回、

活動企画1回）、相談支援連絡会（１回）、こども支援連絡会（３回）、課題別会議として、

短期入所のあり方検討プロジェクト（２回（ワーキング除く））、移動支援のあり方検討プ

ロジェクト（３回（ワーキング除く））を開催し、関係機関等による情報共有と地域の実情

に応じた支援体制の整備などについて協議した。 

   
 

 そのほか、全体会では、「基幹相談支援センターの応募がなかったのは、受託する事業

所の立場を考えると、準備に時間がかかり、現実的に手を挙げるところがないのではな

いか。」「サポートセンターの在り方を整理するために正確にデータをとることで大変さ

がわかり、行政課題も見えてくる。ルールの異なる数字の取り方では比較できない。数

字に関する基準を統一することを市も検討してほしい。」「サポートセンターが地区割で

対応することが、利用者自身にも分かるような情報提供をしてほしい。」「障害者の生活

はどんどん変化するため、障害福祉計画の中で数値目標と見込み量が一人歩きしないよ

うにして頂きたい。その他の意見としても記載したが、障害者が自立するということは、

目に見えないエネルギーが必要である。そのため、柔軟に障害者の生活に合わせた対策

がとれるような障害福祉計画にして頂きたい。」「相談事業所の実態調査から、人員は増

えず、困難ケースの対応や新規ケースの対応が難しいという結果が出ている。また、専

門性の確保等、人材育成や相談員の質の向上に課題を感じているということがわかっ

た。」「実務者運営会議の中で、協議会が形骸化してきているという意見も出ている。課

題抽出だけでなく、課題解決に向けて一歩進めることができるような体制を作っていき

たい。」などの意見がだされた。 

 

 なお、各連絡会・各会議の主な取り組みについては、次のとおり。 

◇実務者運営会議における障害者福祉計画への協議会意見のとりまとめ◇ 

  令和2年度前半の実務者運営会議において、新型コロナウイルス感染防止の観点から

書面会議を活用して、障害福祉計画への協議会としての意見をとりまとめることができ

た。 

◇実務者運営会議における新しい障害とくらしの支援協議会の体制等の検討◇ 

  協議会の理念、体制に関して令和2年度中に整理する予定であったが、整理しきれな

かった。 

令和3年度も引き続き検討することとなった。まず、協議会の夢等理念を整理し、その

理念に沿った組織つくりを目指すという方向性について合意形成ができた。 

◇基幹相談支援センターと相談支援体制の検討 ◇ 

  第1回の基幹相談センター検討会において、基幹相談支援センターに応募がなかった

ことの説明と、その原因をさぐるべく調査、ヒアリングを市が行うことの説明を行った。

また第2回の検討会では、そのヒアリング、調査の結果、直営で基幹相談支援センター

を運営することについて話し合うことができた。 

◇コロナ禍の中での対応について ◇ 

  くらしを支える連絡会において、令和２年度はコロナ禍において事業所が工夫してい

る点等を情報共有することができた。 

  また短期入所のあり方検討プロジェクトにおいてもコロナ禍における対応が検討され

た。 

 

 



6 

 

◇相談支援の質の向上のための取り組み ◇ 

  新型コロナウイルス感染拡大の状況化で予定していた研修等が実施できず、質の向上に

向けて取り組めなかった。 

◇移動支援について・・・送迎ワーキングの発足 ◇ 

移動支援は課題が山積している。令和２年度は移動支援を取り巻く「送迎」にスポットを当

てて検討することとし、送迎ワーキングを発足させた。 

人員、車両の問題等もあり、福祉の枠を超えた検討が必要ではないか？等積極的に検討がで

きた。 

 

※令和２年度は新型コロナウイルス感染拡大の影響により、グループワーク等を中心とし

た活動に大きな制限があった。そのため、グループでの議論を中心とする個別支援調整会

議や相談支援連絡会における相談事業所の情報交換会等の開催が困難であった。また平成

30年、令和元年と開催し好評であった協議会の研修会もグループワークを活かした研修会

であることを考慮し、断念せざるを得なかった。 
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４．全体会の概要及び開催状況等について 

 
【全体会の概要】 
 

役割 

  個別事例から地域全体までを視野に入れ、各連絡会・各会議の現況の報告を受け、 

その内容について意見交換し、協議する場。 

  障害関係機関だけではなく、多くの福祉関係機関への周知を役割とする。 

回数 年２回 

委員 

構成 

 

横須賀・三浦障害保健福祉圏域自立支援協議会、横須賀市障害関係施設協議会、 

児童系サービス事業所、横須賀・三浦作業所連絡会、神奈川県精神障害者地域生活支援

団体連合会 横須賀・三浦ブロック、居宅介護事業所、共同生活援助事業所（横須賀グル

ープホーム連絡会）、障害者施策検討連絡会、障害当事者（たけのこ会）、障害者相談サ

ポートセンター、就労系事業所、就労支援関係機関（よこすか障害者就業・生活支援セ

ンター）、企業関係機関（横須賀商工会議所）、地域福祉関係機関（横須賀市社会福祉協

議会、横須賀市民生委員児童委員協議会、横須賀市障害福祉相談員連絡会）、教育機関（神

奈川県立武山養護学校）、療育機関（横須賀市療育相談センター）、行政関係（神奈川県

鎌倉保健福祉事務所、横須賀市児童相談所、健康部保健所健康づくり課、こども育成部

こども家庭支援課、教育委員会学校教育部支援教育課、福祉部地域福祉課、福祉部障害

福祉課） 

事務局 福祉部障害福祉課 

 

【全体会の開催状況】 
 

  開催日 内    容 

第１回 
令和２年 

7月30日（木） 

（１）令和元年度 障害とくらしの支援協議会活動報告について 

（２）令和元年度 障害者相談サポートセンターの活動報告について 

（３）令和元年度 横須賀市虐待防止センターからの報告について 

（４）サービス等利用計画及び障害児支援利用計画の進捗状況について 

（５）各連絡会及び各会議の活動状況について 

（６）令和２年度 障害とくらしの支援協議会の取り組み（案）について 

（７）第６期横須賀市障害福祉計画（障害児福祉計画を含む）策定にあ

たっての協議会の意見（案）について 

第２回 
令和３年 

３月29日（月） 

（１）各連絡会および各会議の活動状況について 

（２）サービス等利用計画及び障害児支援利用計画の進捗状況について 

（３）横須賀市虐待防止センターからの報告について 

（４）令和３年度 横須賀市障害とくらしの支援協議会の組織（案）につ 

いて 

（５）障害者基幹相談支援センター設置について 
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【全体会での主な意見など】 
 

 内    容 

第1回 

▼横須賀市より報告 

基幹相談支援センターの開設についてご報告したい。長年に渡り議論し、合意形成がと

れた結果、プロポーザル方式で事業所の選定を行った。６月 22 日に告示し、７月 21 日

を締切としたが応募がなかった。今後、応募のなかった原因について分析したいと考えて

いる。基幹相談支援センター検討会の皆様には今後もご協力をいただきたい。 

〇委員からの質問 

開設の時期に変更はあるか。 

〇市回答 

時期は明言できないが、原因を分析して開設の検討をしていきたい。 

〇委員からの質問 

今後は、どの場で議論をしていくのか。基幹相談支援センター検討会で議論するのか。 

〇市回答 

現状を確認した後、検討していきたい。現時点では、基幹相談支援センター検討会で協

議していきたいと考えている。 

〇委員からの質問 

スケジュールが逼迫
ひっぱく

した中で協議を実施するには、第６期障害福祉計画に影響があるの

ではないか。決められたスケジュール内で協議するのであれば、早急に対応して頂きたい。 

現在の障害福祉計画の見直しにも課題が残る。基幹相談支援センター開設にあたり、第２

の手はなかったのか。 

〇市回答 

時期によっては、障害福祉計画に影響がある。基幹相談支援センターの開設を検討した

が、応募がないという結果となった。現時点では、その結果を分析したいと考えている。 

〇委員からの質問 

基幹相談支援センター検討会の協力を得て分析を行うのか。市で行った分析をもとに検

討会の委員で議論するのか、手順が重要である。 

〇市回答 

確定的ではないが、現時点では、聞き取りを実施し、その結果に基づいて基幹相談支援

センター検討会で議論していきたい。 

〇委員からの要望 

要望を伝えたい。最終的なことは市が決定するのであれば、市が分析したものを出して、

早急に基幹相談支援センター検討会で議論した方がいいのではないか。委員に対して現時

点で意見を募ってもこれ以上は出てこないと思う。市の分析をもとに課題や変更箇所を提

示して、それに対して委員が議論する方がスピーディーに進むと思う。受託する事業所の

立場を考えると、準備に時間がかかり、現実的に手を挙げるところがないのではないか。 

検討するプロセスを考えてもらえないか。そうでなければ、市が 36 か月間、基幹相談支

援センターを運営することも一つの方法であると思う。サポートセンターの課題整理もし

なければならないタイミングである。市の運営については余計な話かもしれないが、市が

分析したものを早急に出してもらい、それに対して評価をしていくプロセスでないと時間

的に間に合わない。 
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２ 議題 

（１） 令和元年度 障害とくらしの支援協議会活動報告について 

事務局より資料１に基づき説明があった。委員の承認が得られたため、ホームページに掲

載する。 

（２）令和元年度 障害者相談サポートセンターの活動報告について 

各管理者より資料に基づき説明があった。（ゆんるり管理者は欠席のため、事務局より代理

で説明する。） 

（３） 令和元年度 横須賀市虐待防止センターからの報告について 

事務局より資料３に基づき説明があった。33 件のうち 15 件が虐待として認定された。３

件は終結していない。 

（４） サービス等利用計画及び障害児支援利用計画の進捗状況について 

事務局より資料に基づき説明があった。 

 

議題（２）（３）（４）について、以下、各委員からの意見、質問（抜粋） 

 

〇委員からの質問 

資料の虐待の類型とその内訳について聞きたい。「福祉施設等」で通報件数８件のうち、「認

定せず、判断できず」７件は、どのような件数となるのか。 

〇事務局回答 

「認定せず、判断できず」が同じ表記となっているが、すべて虐待として認定しなかった

件数である。 

〇委員からの質問 

資料の「利用者数」はどのように計算しているのか。利用者の内訳数と合計数が一致しな

い事業所がある。「動きのあった方の数」とはどういうことか。延べ数ではなく一人あたり

の回数か。また、資料２の別紙では、サービス利用計画の利用者数をどのように見るのか。

支援方法の項目「関係機関」の数字は事業所によって大きな差があり、累積の内訳につい

て確認したい。 

〇サポートセンター管理者回答 

「動きのあった方の数」は、サポートセンターに利用登録している方のうち、年度内で支

援をした回数である。延べ数ではなく、１人あたり何回相談があっても１とカウントする。 

サービス等利用計画を立てている方だけではなく、一般相談の方への対応も含まれる件数

となる。カウントの仕方や利用登録の仕方も各サポートセンターではルールが異なり、統

一することが課題となっている。 

〇委員からの意見 

サービス等利用計画を作成している方について、モニタリングの回数や件数を分けてカウ

ントできないか。報酬請求できるもので判断できないか。データをとることで計画作成の

大変さが伝わるのではないか。 

〇サポートセンター管理者回答 

システム上、計画作成と一般相談の対応数を分けて入力することはできる。ただし、す

べての対応が報酬に反映されるものではないため、報酬だけでは支援数はカウントできな

い。サービス調整やモニタリングのための調整は報酬対象にはならない。 
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〇委員からの意見 

基幹相談支援センターを開設にあたり、サポートセンターの在り方を整理するために正

確にデータをとることで大変さがわかり、行政課題も見えてくる。ルールの異なる数字の

取り方では比較できない。数字に関する基準を統一することを市も検討してほしい。 

〇サポートセンター管理者の回答 

先ほどご質問のあった「関係機関」の内訳は、病院、行政、ヘルパー事業所、サポート

センター、利用者への連絡や記録をとった件数を関係機関とのやりとりとしている。 

〇委員の希望 

関係機関との電話連絡は相手が１事業所の場合は１件となるが、１０事業所が協議する

場を１件とするのか。10 件とするのか。数字の取り方の基準を市と相談して統一してほ

しい。 

〇委員からの質問 

西地区にサポートセンターが開設され、相談支援事業所が地区割の担当になると聞いた。

相談の受け入れは当事者にどのように案内すれば良いのか。各事業所は３障害の受け入れ

を可能としているが、専門性はある。どのように対応すればいいのか。 

〇事務局回答 

サポートセンターに関しては地区割で対応することになった。新規相談者は、地区割で

受け入れることが原則となる。その件は、すでに事業所や病院に通知を送付している。サ

ポートセンターでは、月１回会議を開催して情報共有をしているため、ケースの事情や事

業所の背景を含めて連携していきたい。サポートセンターも含めて市職員も経験値を上げ

ていきたいので、皆様にもご理解いただきたい。 

〇委員からの質問 

新規相談者の場合は、担当地区の表があるのか。 

〇事務局回答 

行政センター管内で地区分けを整理し、各サポートセンターに了承して頂いた。地区割

の表がある。 

〇サポートセンター管理者からの報告 

サポートセンターでは、新規相談者は厳密に地区割で受けている。ただし、長期入院の

地域移行の件数は、各サポートセンターで担当する件数を調整している。相談体制の会議

でも課題として挙げているが、実際にサポートセンターの専門性は地域に根付いており、

専門性を積み上げてきている。しかし、地区割で対応することが決まっても、専門性の担

保をどうするかという課題は解決されていない。また、仕様書が５つのサポートセンター

では異なり、現在は３種類が存在する。 

〇委員からの意見 

サポートセンターが地区割で対応することが、利用者自身にも分かるような情報提供を

してほしい。 
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（５） 各連絡会及び各会議の活動状況について 

事務局および各会議会長より資料に基づき説明があった。 

 

（６） 令和２年度 障害とくらしの支援協議会の取り組み（案） 

事務局より資料に基づき説明があった。 

先日の実務者運営会議で検討した結果、全体会の研修会開催は難しいと判断した。その

他の会議は、感染防止の取り組みを行いながら各協議会を開催していく予定である。令和

２年度の協議会の組織図の相談支援体制検討会は基幹相談支援センターの検討会と連動す

るため、実務者運営会議の委員と相談して実施していきたい。 

 

議題（５）議題（６）について 以下、各委員からの意見、質問（抜粋） 

〇委員からの意見 

基幹相談支援センターについて１年議論してきたが、仕様書は検討してきた内容とは異

なるという意見が多くみられた。最終的に市が判断して決定することは理解しているが、

障害とくらしの支援協議会の意見を反映できるような議論をして頂きたい。今後、基幹相

談支センターについては実務者運営会議で細かく検討していきたい。 

〇委員からの意見 

資料「令和元年度 横須賀市 障害とくらしの支援協議会 活動報告書（案）」Ｐ14  

障害とくらしの支援協議会の体制について。「Ａ委員」の意見に対して事務局の回答は、「令

和２年度は協議会の組織を大きく変える検討を行い、令和３年度から実稼働をさせていき

たいので、意見として受容し、組織改正の参考にさせていただく。」とあり、今年度中に協

議会の改変がされると思うが、全体会はあと１回の開催となる。１回で協議会の体制につ

いて決定ができるのか。１回の開催では不十分ではないか。また、委員構成は延べ 187 名

で多すぎるのではないか。自立支援協議会を再編するにあたり、他の障害に関する会議も

統一できないか。同様の内容報告で済む会議が多いため、利用者や家族、現場職員の利益

にはなっていないと感じる。 

（７） 第６期横須賀市障害福祉計画（障害児福祉計画を含む）策定にあたっての協議会の 

意見（案） 

事務局より資料に基づき説明があった。 

協議会委員、全体会の委員の方に事前に意見を頂いた。数値目標や見込み量を意識した意

見を提出して頂けるよう依頼した。 

〇委員からの意見 

今日は皆さんの元気なお顔が見られて大変嬉しかった。しかし、大変残念なことは、私

の目の前にスピーカーがなく、従って、これまでの長く貴重な委員の意見がほとんど聞こ

えていない。そのため、これから私が話す内容は、この会議に参加する前の話としてご了

解頂きたい。今回、障害福祉計画の意見書の出し方について事務局と話し合ったが、数値

目標と見込み量だけでは全体の意見を吸い上げることは出来ないだろう。そこで、数値目

標と見込み量以外の意見を出せるように、事務局が新しく書式を作成してくれた。私は意

見を事務局へ提出したが、本日の会議資料には数値目標と見込み量以外の意見という項目

がなかった。そこで、参考までに、私が書いた見込み量の内容を少し読み上げたい。 

「居宅介護。障害者本人の加齢に伴う障害の重度化。それに加え、家庭内介護の主流を占

めている親の高齢化により親子共倒れになる危険性が高くなっている。今後は、ヘルパー
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による身体介護・家事援助の時間数を相当見込まなければならないことを今回の計画に明

記してほしい。」 

やはり、障害者の生活はどんどん変化するため、障害福祉計画の中で数値目標と見込み

量が一人歩きしないようにして頂きたい。その他の意見としても記載したが、障害者が自

立するということは、目に見えないエネルギーが必要である。そのため、柔軟に障害者の

生活に合わせた対策がとれるような障害福祉計画にして頂きたい。 

〇委員からの意見 

資料７「協議会の意見の体系」には、障害児入所施設に関する内容が含まれていない。

横須賀市では児童福祉法で本来設置するものが設置されていない。三浦しらとり園は市内

に存在するが、県の所轄施設である。そのため、障害児入所施設の数値目標を挙げていき

たいと実務者運営会議で意見を出した。表題には「第２期障害児福祉計画を含む」とある

が、障害児入所施設について障害福祉計画で取り扱いされないのであれば再考して頂きた

い。 

資料７、１－１０発達障害者支援センターは、県もしくは政令市が設置するものとされ

ている。接続詞は「ただし」ではなく、「なお」「また」という表記がよいのではないか。 

資料７、１－６「短期入所のコーディネート力を高める」のではなく、行政ケースワーカ

ー及び相談支援事業所の相談員のコーディネート力を高めてほしいという意見であるため

表記の仕方を変えてほしい。 

資料７、１－７（３）サービス等利用計画の計画数を数値目標として挙げるべきとして

いるが、ここ数年はセルフプランの件数は大きく変化していない。計画件数の数値目標を

設定するよりも、相談員の育成や相談支援事業所を増やすことが優先されるのではないか。 

実務者運営会議でも意見したが、数字目標と見込み量は、２年間の実績をもとにした根拠

あるデータがなければ回答できない。今後、評価する際には根拠のあるデータが必要であ

る。 

 

〇会長の意見 

頂いた意見をもとに事務局と会長で文書変更を行い、障害者計画等検討部会に提出したい。 
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第2回 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇相談支援連絡会副会長より、追加資料「横須賀市相談支援実態調査 2020」に基づき説 

 

市内の相談支援事業所対象に、アンケート調査を行っている。 

現在の計画相談支援は、さまざまな加算をとることが報酬につながるような制度設計に

なっているが、初回加算取得事業所数は全体の５割以下、サービス提供時モニタリング加

算取得が５割程度、その他の加算は２割以下であった。これによって、９割近くの事業所

が赤字経営になっているという結果が出ている。 

そうした経営状態から人員は増えず、困難ケースの対応や新規ケースの対応が難しいと

いう結果が出ている。また、専門性の確保等、人材育成や相談員の質の向上に課題を感じ

ているということがわかった。 

 

２ 議題 

（２） 各連絡会及び各会議の活動状況について 

以下、各委員からの意見、質問（抜粋） 

〇委員からの意見 

移動支援のあり方検討プロジェクトが目指す方向性や、目標について聞きたい。通所や

通学を移動支援が担うことは、横須賀市の特性として必要なのではないか。通学に利用す

る移動支援の支給が厳しくなったという話を聞いているが、要綱などに変化があったのか

確認したい。 

〇事務局回答 

目指す方向性については「持続可能な移動支援サービス」を目指している。移動支援の

予算が増えている中で、事業所は増えていない現状等がある。安定して制度を維持してい

くために、移動支援のあり方の整理をすると共に、障害福祉以外の副資源の活用等含め検

討していきたい。移動支援の要綱は変えていない。通学に関しては、養護学校へ働きかけ

ていく中で、スクールバスや新たな通学支援等、変化しつつある。 

〇委員からの意見・質問 

障害者の移動を支援するもの（通所交通費助成、通所送迎加算、移動支援等）について

整理をしてほしい。個別支援調整会議で取り扱う困難事例というのは、計画相談支援事業

所の抱える困難事例なのか、それとも通所事業所の困難事例なのか。 

〇事務局回答 

計画相談支援事業所から困難事例を中心に扱っている。過去には、障害者相談サポート

センターと障害福祉課ケースワーカーのみで事例検討を行ってきたが、数年前から市内相

談支援事業所へ参加者を広げて開催している。 

（２） サービス等利用計画及び障害児支援利用計画の進捗状況について、須賀市虐待防止

センターからの報告について資料にて報告。 

 

（８） 令和３年度横須賀市障害とくらしの支援協議会の組織（案）について 

事務局より資料に基づき説明。令和２年度中に協議会体制の具体的な検討まで至らなか

ったため、引き続き実務者運営会議を中心に協議会のあり方について検討を行いたい。本

来であれば、令和３年度に委員改選を行う必要があるが、これまでの経過を踏まえた上で

の検討が望ましいと考えている。そのため、事務局としては全体会委員を含めたすべての

委員の任期を半年間または１年間延長することを提案したい。 
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〇委員からの質問 

 現在、どこまで協議会体制についての話が進んでいるのか。現在の協議会体制が相談支

援に偏っているように感じる。 

〇事務局回答 

協議会の目的や理念を明確にすることを実務者運営会議で検討中。目的や理念によって、

分科会の設置や委員体制についても調整していきたい。 

〇実務者運営会議委員からの言葉 

 実務者運営会議の中で、協議会が形骸化してきているという意見も出ている。課題抽出

だけでなく、課題解決に向けて一歩進めることができるような体制を作っていきたい。そ

うした議論や調整が半年間でできるのか、１年間かかるのかについては、進めていく中で

決まってくるのではないか。 

〇決議 

横須賀市障害とくらしの支援協議会、要綱第 16 条に基づき、委員任期の半年間または

１年間の延長について、全体会の承認を得た。 

〇障害者基幹相談支援センター設置について 

 事務局より資料５に基づき説明。基幹相談支援センターの選定をプロポーザル方式で行

ったが、うまくいかなかった。アンケート調査やヒアリング等を重ねる中で、令和３年４

月より、市の直営で地域福祉課（ほっとかん）に設置することとなった。今回、直営での

設置に至っているが、民間への委託を含めて、引き続き検討していく。 

障害者基幹相談支援センターでは、専門相談や拡大ケース会議、各分野との連携図りな 

がら、相談支援事業所の研修を強化していきたい。 

 協議会の運営については、障害福祉課と地域福祉課で連携しながら運営していく予定。 

〇委員からの意見 

 障害者基幹相談支援センターの周知はどのように行うのか。また、出前トークの依頼は

可能か。 

〇事務局回答 

 出前トークも可能であるし、様々な事業所にご挨拶と説明をしに伺おうと考えている。

ほっとかんのチラシの中に、障害者基幹相談支援センターについても追加する予定。 

〇委員からの質問 

市民からの相談にはどのように対応していくのか。サービス支給量等の相談窓口はどの

ようになるのか。 

〇事務局回答 

地域福祉課の総合相談係の中に障害者基幹相談支援センターが設置されるため、市民か

らの相談を受けることもあると思う。すでに障害福祉サービス利用している方に関しては、

障害福祉課の相談がそぐう場合も多いと思うので、適宜、適切な担当課へ繋いでいくよう

にしたい。 

〇委員からの質問 

民間への移行も検討していくとのことだが、直営での障害者基幹相談支援センターの設

置期間の定めはあるのか。地域生活支援拠点との連携はどのような考え方になるのか。障

害者基幹相談支援センターができたことで、地域生活支援拠点が満たされたと言うことが

できるのか。個別相談は行わず、後方支援が基本であることをしっかり周知してほしい。 
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〇事務局回答 

 市の組織なため、期間を定めることはできない。民間への移行は引き続き検討していく。

準備が整い次第、移行していきたい。 

 障害者基幹相談支援センターができたことでの、地域生活支援拠点の考え方については、

議論が必要と考えている。 

〇委員質問 

 児童のワンストップ窓口はどのようになるのか。また、窓口の案内だけにならないよう

に、個別ケースのケースワークを行ってほしい。事業所の困り感を聞いてほしい。 

 障害者基幹相談支援センターあり方検討会は、今後どのようになるのか 

〇事務局回答 

 児童に関する相談も、地域福祉課の総合相談係の中で担当課へ丁寧に繋いでいきたい。 

障害者基幹相談支援センターのあり方検討会は、相談支援体制検討会として、地域福祉課

が事務局で、協議会の中に残る予定。 

〇委員意見 

 ワンストップで相談を受けてほしい。たらい回しにならないようにしてほしい。市の直

営であるが、民間含めて協働していきたい。 

 

 

 
※全体会研修会は新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から実施していません。 
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５．実務者運営会議の概要及び開催状況等について 

 
【実務者運営会議の概要】 
 

役割 

 協議会の運営全般に関わり、各連絡会・各会議の進捗状況を把握し、検討課題の抽出 

や進行管理を務めることを役割とする。 

 令和２年度は障害福祉計画策定の為の協議会の意見をまとめることが主要な業務で

あった。また後半は協議会の新しい理念や仕組みを改めて検討をしたが結論にまでは至

らず、引き続ぎ令和３年度も協議をすることとなった。 

回数 年７回 

委員 

構成 

 

全体会 会長・副会長、個別支援調整会議 コーディネーター・副コーディネーター、 

くらしを支える連絡会 会長・副会長、相談支援連絡会 会長・副会長、 

こども支援連絡会 会長・副会長、 

指定管理者（横須賀市立福祉援護センター かがみ田苑）、障害者相談サポートセンター 

事務局 福祉部障害福祉課 

 

 

【実務者運営会議の開催状況】 
 

 開催日 内    容 

第１回 
書面会議 

令和２年 

６月10日（水） 

送付日 

・事務局にて、事前に行った、各連絡会等（課題別会議は除く）から出された意

見を項目ごとに整理し、実務者運営会議委員に送付。委員は指定した期日までに

意見を事務局に提出することで意見交換とした。 

第２回 

書面会議 

 

令和２年 

６月23日（火） 

送付日 

・第１回で出された実務者運営会議委員の意見を整理し、横須賀市へ提出する体

裁の資料（「障害福祉計画策定にあたっての協議会の意見（案）」）を事務局にて

作成。当該資料に対して実務者運営会議委員の委員は意見を事務局へ提出するこ

とにより意見交換を行った。 

第３回 
令和２年 

７月９日（火） 

（１）各連絡会及び各会議の活動状況について 
（２）令和元年度 障害者相談サポートセンターの活動報告について 
（３）サービス等利用計画及び障害児支援利用計画の進捗状況について 
（４）令和元年度 横須賀市虐待防止センターへの通報件数、虐待認定件

数について 
（５）令和元年度 障害とくらしの支援協議会活動報告（案）について 
（６）第６期横須賀市障害福祉計画（障害児福祉計画を含む）策定にあ

たっての協議会の意見（案）について 
（７）令和２年度 障害とくらしの支援協議会の取り組み（案）について 
（８）第１回全体会の議題（案）について 
（９）その他 

第４回 
令和２年 

10月13日（火） 

（１）各連絡会及び各会議の活動状況について 
（２）サービス等利用計画及び障害児支援利用計画の進捗状況について 
（３）横須賀市虐待防止センターからの報告について 
（４）今後の協議会のあり方について 
（５）その他 

第5回 
令和2年 

11月17日（火） 
（１）今後の協議会のあり方について 
（２）その他 

第6回 
令和2年 

１月13日（火） 

（１）各連絡会及び各会議の活動状況について 
（２）サービス等利用計画及び障害児支援利用計画の進捗状況について 
（３）横須賀市虐待防止センターからの報告について 
（４）今後の協議会のあり方について 
（５）その他 

第7回 

書面会議 

令和2年 

３月12日（火） 

送付日 

（１）協議会委員の任期について 
（２）協議会の組織図について 
（３）令和２年度第２回全体会の式次第について 
（４）協議会のイメージについて 
（５）協議会の「夢」について 
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【実務者運営会議での主な意見、決定事項 及び 活動内容】 
 

（主な意見） 
 

＊  書面会議を含む第１回～第３回の実務者運営会議において、「第６期横須賀市障害福祉計画策定（第

２期障害児福祉計画を含む）にあたっての協議会の意見（案）」について、具体的な検討を行い、

全体会に提出した。 

＊ 第４回～第７回にかけて協議会のあり方について検討を行ったが最終的な結論を得ることができ

なかったため、令和３年度も引き続き検討をすることになった。そのために協議会委員の任期を延

長する検討も行った。 

 

【参考】第６期横須賀市障害福祉計画（第２期横須賀市障害児福祉計画を含む）策定にあたっての協議 

会の意見について 提出書類 

協議会の意見の体系 

１ 数値目標 

１－１ 入所施設 重度知的障害者入所施設新設 

１－２ グループホーム グループホームの充実 

１－３ 地域移行 精神科病院からの地域移行の推進 

１－４ 移動支援 移動支援の充実 

１－５ 放課後等デイサービス 医ケア児の放課後等デイサービスの充実 

１－６ 緊急短期入所 緊急短期入所の確保 

１－７ 相談支援 計画相談支援の充実 

１－８ 就労支援 就労支援の促進 

１－９ 地域生活支援拠点等整備 地域生活支援拠点等整備の推進 

１－10 発達障害者支援センター 発達障害者支援センターの設置 

 

２ 見込み量 

２－１ グループホーム 

２－２ 居宅介護 

２－３ 重度障害者等包括支援 

２－４ 短期入所 

２－５ 計画相談支援 

２－６ 移動支援 

２－７ 地域活動支援センター 

２－８ 住宅入居等支援事業 

２－９ 成年後見・権利擁護 

２－10 聴覚障害関連 
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  １ 数値目標 
１－１ 入所施設 重度知的障害者入所施設新設・障害児入所施設新設 

  ①重度知的障害者の入所施設の新設について数値目標として記載する必要があるのではない
か？ 

 重度の知的障害者の生活の場、日中活動の場として重度知的障害者の入所施設新設の必要性が 
あると考えている。ただし、国の考えは入所ではなく地域へという方向性であるので、終の棲 
家としての入所施設の利用ではなく、地域への移行を踏まえた対策が必要と考える。そのため 
には地域生活支援拠点等整備の推進（１－８）も重要な課題である。 

②障害児入所施設新設  
市内にある障害児入所施設は県域の施設である。自立した障害児の支援を行う上でも障害児入 
所施設についても設置が必要と考える。 

１―２ グループホーム グループホームの充実 
 グループホームの充実のために設置数、利用人数の数値化だけではなく、男女比やタイプ別（共 

有タイプ、サテライトタイプ）の数値目標も必要ではないか？ 
  グループホームは地域で障害者が暮らしていく上でかかすことのできないものである。 

グループホームの充実のためには設置数、利用人数の数値目標だけにとどまらず、男女ごとや
タイプ別の設置数の数値目標等の記載が必要ではないか？これら細やかな目標を設定すること
により、現実に即した数値目標が設定できる。 

特に女性向けのグループホームが少ない、共有タイプのグループホームが多い現状等があり、
利用希望者のニーズを充足できるのか否かは検討の必要があるのではないか？ 
 また、重度の障害者が地域で暮らしていきたいというニーズもある。しかし、現在の国の制 
度設計は重度の方が地域で暮らしていくための施策が不十分であり、グループホームを考える
にあたっては、数値目標だけではなく障害者の生活の多様性（高齢化、重度化）を含めて考え
ていく必要がある。 

１－３ 地域移行 精神科病院からの地域移行の推進 
  「年間１件程度の地域移行案件をモデルケースとしてとりあげ、行政（保健所含む）、病院、相 

談支援事業所、関係する事業所等が連携し、協働して地域移行を実現する」、として数値目標化 
できないか？ 

モデルケースを取り上げることによって具体的にイメージや課題が明確になる。また単に衣食 
住の確保だけでなく社会参加をどのように実現していくか、も課題になってくるものと思われる。  
１－４ 移動支援 移動支援の充実 

  移動支援について利用目的、対象別の数値目標が設定できないか？ 
  具体的には対象（成人、児童）や目的（通所・通学・余暇）ごとの数値目標が設定できないか？ 
   目的、対象を明確化することにより、明確化された内容ごとの分析や必要な内容について検討 

できるのではないか？と考える。ただし、利用目的の定義、意味が統一的な見解とされているの 
  か？等の検討は必要である。また、数値目標が独り歩きをしないような注意も必要である。 
  １－５ 放課後等デイサービス 医療的ケア児の放課後等デイサービスの充実 
  医療的ケア児に対応する放課後等デイサービスの設置数について数値目標として設定するべき 
  である。 
   医療的ケア児のための放課後等デイサービスを増やしてほしいというのは保護者の希望であ 

る。目標数値として挙げられている数値は今計画中にクリアされているが、継続的に数値目標と 
して設定を行い、充足させるべきである。その際は、実態について把握に努め分析が必要と考え 
る。 

  １－６ 緊急短期入所 緊急短期入所の確保 
  緊急入所相当の対応について数値目標として設定できないか？ 
   障害児者の生活にとっては、どうしても緊急な対応が必要な場合がある。緊急時の対応につい 

ては重要な課題と認識している。障害児者、家族に関わる関係者にとって「緊急時の短期入所先 
が確保されていることが障害児者、家族にとってどれだけ安心であるか」、という共通認識は必 
要であると考える。 

障害ごとの緊急時の短期入所ができる場所があれば理想的である。 
既存の短期入所を有効活用するのであれば、短期入所のための行政のケースワーカーや相談支 

援専門員の短期入所のコーディネート力を高める必要がある。 
   令和２年度からの新しい緊急時の加算の仕組みについてもぜひ推移を見守って３年後の計画 

策定時にも考察したい。 
 緊急入所について数値化することで、市の考え方を明確化することができる。何をもって緊急 
であるのか？という共通認識は必要であると考える。 

  １－７ 相談支援 相談支援の充実 
  （１）相談支援事業所の設置数を数値目標に設定するべきではないか？ 
   実態の伴わない数値目標では無意味である。 
  計画移行待機者が多数いることは事実であり、相談支援事業所の増設は必要である。ただし、 

増設のためには何が必要であるのか？等の具体的な検討が必要である。 
  （２）委託相談支援事業所の設置数を数値目標に設定するべきではないか？ 
   地域包括支援センターの設置数を考えると地域における障害福祉の充実のためには、まだ充足 

が必要である。地域包括支援センターと同数程度の委託相談支援事業の設置数は必要ではない 
か？なお、検討が必要な地域は、浦賀地区ではないか、と想定している。 

  （３）サービス等利用計画の計画数を数値目標に設定するべきではない 
      サービス等利用計画への待機者（現在セルフプラン利用者のうちサービス等利用計画の待機 

者）が多く存在すると想定される。これら待機者のニーズを解消するためにサービス等利用計画 
の計画数を目標数値として設定するべきではないか？ 
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１－８ 就労支援 就労支援の促進 
  福祉施設から一般就労への移行について引き続き数値目標として設定するべきである。ただし 

数値の見直しは必要である。 
１－９ 地域生活支援拠点等整備 地域生活支援拠点等整備の推進 
 地域生活支援拠点等整備の充実は地域生活の要となる。引き続き数値目標として設定するべき 
である。 

地域生活支援拠点等整備については未だ議論途中のものもあり、引き続き検討するべきもの 
である。また市内相談支援体制との連携、グループホームの設置数等とも密接につながる内容で 
あり、引き続き数値目標として設定するべきである。 
 また地域生活支援拠点等事業として整備するべき５項目について、スケジュール等どのように 
整備していくのか？等について具体的に考えていく必要がある。 

 
１－10  発達障害者支援センター 発達障害者支援センターの設置 
 市内に発達障害者支援センターを１か所設置するべきである。 

多くの課題をもつ発達障害者への支援を充実させるためには、中核市としての独自に横須賀市 
において発達障害者支援センターを設置するべきである。 

   また、圏域の発達障害者コーディネーターや、委託相談支援事業所の支援内容等既存の仕組 
みを十分に検討した上での検討を行うべきである。 
 
２ 見込み量 
２－１ グループホーム 

グループホームの見込み量は毎年２０名づつ増加させるべきではないか？ 
   特に女性用のグループホームの見込み量を記載する必要性があるのではないか？ 

２－２ 居宅介護 
   ①行動援護に関する見込み量を増加させるべきではないか？  

 従来移動支援で行われていた、多くの行動障害の方への支援を行動障害での支援とするために 
行動障害としての見込み量を増加させるべきではないか？行動援護に関する見込み量を増加させ 
ることは、行動援護の福祉サービスを提供できる事業所を増設する契機となるのではないか？ 

   ②居宅介護の見込み量を検討するにあたって、障害者本人の高齢化、親の高齢化による身体介 
護、家事援助の時間数増加について考慮する必要があるのではないか？ 

   障害者本人の加齢に伴う障害の重度化、それに加え家庭内介護の主流を占めている親の高齢化 
により、親子共倒れになる危険性が高くなっている。今後はヘルパーによる身体介護、家事援助 
の時間数を相当見込まなければならいと考える。   
２－３ 重度障害者等包括支援 

平成 27 年度より見込み量０となっている。今後も０のままであるのか？ 
   ０のままというのは何か理由があるのではないか？また、本来は当該サービスの対象者である 

方は他のサービスを代替して利用しているのではないか？これらの分析が必要なのではないか？ 
２－４ 短期入所 

短期入所の見込み量を計画上記載し、現実に即した拡充を目指すべきである。 
   短期入所の待機者や希望されても断っている人数の積み上げが必要なのではないか。また平等 

な短期入所の利用方法を模索する必要性があるのではないか？  
２－５ 計画相談支援 

計画相談支援に従事する相談支援専門員の必要な人数と事業所数の見込み量が必要ではない 
か？ 
２－６ 移動支援 

移動支援の見込み量に 65 歳以降の高齢者の需要も加算するべきではないか？ 
   介護保険制度には移動系のサービスがない。余暇外出等人間的な生活の充足のためには６５ 

歳以降の高齢者であっても移動支援の利用について積極的に検討するべき課題ではないか？ 
２－７ 地域活動支援センター 

制度に馴染めない、あるいは制度の狭間の障害者にとって地域活動支援センターの存在意義は 
明らかである。その役割は他の福祉サービスにはないものである。そのために見込み量の考察は 
必要である。 
２－８ 住宅入居等支援事業 

住宅入居等支援事業に関して民間事業者と連携がとれるのであれば見込み量として数値をい 
れることは可能ではないか？ 

   数値の記載がなく「－」ということは実施する見込みがないということなのか？ 
２－９ 成年後見・権利擁護 
 理解促進・研修啓発事業、自発的活動支援事業、成年後見制度法人後見支援制度がいずれも実 
施となっているが、これらについては具体的な数値をいれるべきではないか？ 
２－10 聴覚障害関連 
 手話奉仕員養成研修事業、盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業及び盲ろう者向け通訳・介助員 
養成事業の数値はそれぞれ「0」となっている。削除するべきではないか？ 
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６．基幹相談支援センター検討会の概要及び開催状況等について 

 
【基幹相談支援センター検討会の概要】 
 

役割 
基幹相談支援センター検討会は、令和２年度末までに、基幹相談支援センターの設置に向

けた協議を、集中的に行うことを役割とする。 

回数 年２回 

委員 

構成 

全体会会長・副会長、実務者運営会議委員長・副委員長、個別支援調整会議コーディネー

ター、くらしを支える連絡会会長、相談支援連絡会会長、こども支援連絡会会長、障害者

相談サポートセンター、横須賀市障害関係施設協議会、横須賀市障害者施策検討連絡会、

就労関係機関（よこすか就労援助センター） 

事務局 福祉部障害福祉課 
 

 

【基幹相談支援センター検討会の開催状況】    
 

 開催日 内   容 

第１回 
令和２年 8 月２０日

（木） 

（１）基幹相談支援センター 開設に向けての現状について 
（２）相談支援事業所へのアンケート結果について 
（３）今後の対応について 
（４）その他 

第２回 
令和３年３月 16 日 

（火） 
（１）障害者基幹相談支援センターについて 
（２）その他 

 

 

【今年度の取り組みについて】 
 

 令和 2 年度は基幹相談支援センター設置に向けて、昨年の話し合いを受けて、市が具体的に動く重

要な時期であった。 

 民間委託を行うべくプロポーザル方式による募集を行ったが応募がなく、その対応と最終的に市が

直営で設置することをめぐって 2 回本検討会を開催した。 

  第１回では、基幹相談支援センターを民間委託を行うべくプロポーザル方式による事業所募集を行

ったが応募がなかったことについて説明した。また、その原因究明のため実際応募可能であった指定

特定相談支援事業所にアンケートをおこない、その結果について報告を行った。 

 意見としては「昨年度議論を積み重ねたが、市への不信感は拭えない」「本日の会議の意味がわから

ない。」「市直営という考えはないのか？」「直営を反対したとは認識していない」「昨年度は、民間中

心でオールよこすかで行いたいと考えていた。」「開設自体をなくすことはできないのか？」 

 等様々な意見が提出された。 

 第 2 回では、アンケート結果、法人への直接ヒアリング等の結果を踏まえ直営で基幹相談支援セン

ターを設置する旨について説明を行った。委員からは「市民にも広く周知するべきだ。」「障害福祉サ

ービスの事業所からの相談は受けないのか？」「きちんと基幹が運営されているのかを一緒に考えてい

きたい」「基幹専用の電話を設置するべきだ。」「障害福祉課と地域福祉課と別々になることで情報の分

断が懸念される。」「基幹としてワンストップで受ける仕組みをつくり、それをサポセンや障害福祉課

につなぐ仕組みを整理するべき」等多くの意見がだされた。 
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７．個別支援調整会議の概要、開催状況及び活動成果等について 
 

【個別支援調整会議の概要】 
 

役割 

  個別支援調整会議は、個別事例を扱うことのできる会議である。 

  障害者相談サポートセンターの相談支援専門員と市障害福祉課のケースワーカーが対応 

困難事例、人権擁護に関わる事例等について、具体的な対応を協議することを目的とする。 

回数 年６回  ※偶数月原則第３水曜日に開催 

委員 

構成 

田浦障害者相談サポートセンター、久里浜障害者支援センター ゆんるり、衣笠障害者相談

サポートセンター相談室「あすなろ」、チームブルーよこすか障害者相談サポートセンター、

ぴーす・とーく障害者相談サポートセンター 

事務局 福祉部障害福祉課 

 

【個別支援調整会議の開催状況】 

偶数月の第 3 水曜日に開催予定でありましたが、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観 

 点より、令和 2 年 4 月、6 月は中止とした。 

  その後、年４回開催（８月から偶数月の第３水曜日）を予定していた。しかし、個別支援調査委

会議は、グループワーク中心の会議となり三密を避けることが難しい内容となっているため令和 2

年度は中止とした。 
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８．くらしを支える連絡会の概要、開催状況及び活動成果等について 

 
【くらしを支える連絡会の概要】 
 

役割 
  くらしを支える連絡会は、地域生活を支えるために、今ある資源の状況把握と有効活用
など、具体的なサービス提供のあり方を検討するとともに、活動企画の開催による地域の
課題の抽出や関係機関の連携と支援力の向上を図ることを目的としている。 

回数 年３回 

委員 

構成 

障害者相談サポートセンター、短期入所事業所等、指定管理者（横須賀市立福祉援護 
センター かがみ田苑）、地域福祉関係機関（横須賀市社会福祉協議会）障害当事者・家族 
（障害者団体連絡協議会、横須賀の福祉を推める会）、居宅介護事業所、横須賀・三浦 
作業所連絡会、横須賀グループホーム連絡会、医療機関、学識（神奈川県立保健福祉大学）、 
健康部保健所健康づくり課、横須賀市児童相談所 

事務局 福祉部障害福祉課 

 

【くらしを支える連絡会の開催状況】 

 開催日 内   容 

第１回 
令和２年５月１日 

（書面会議） 

●第６期横須賀市障害福祉計画への意見提出について 

●今年度のテーマについて 

（新型コロナウィルスによる支援への影響をどのように乗り切るか） 

第 2 回 令和２年９月 18 日 
●コロナ禍の取り組みについて―アンケート結果のまとめ 

●活動企画に向けての協議 

活動 

企画 
中止 

第３回 
令和３年２月 18 日 

（ＺＯＯＭ会議） 
●今年度のまとめ ●来年度に向けての協議 

 
【今年度の取り組みについて】 

新型コロナウイルス感染拡大の影響で過去に例のない非常時となっている今、支援の困難さや各事

業所が取り組んでいる対策などを共有していく。オンライン会議や委員の分割や選抜を検討し、進め

方を工夫しながら、基本的には例年通り連絡会の中でグループ討議を通して行う。 

 

第 1 回今年度のテーマについて 

新型コロナウィルスによる支援への影響をどのように乗り切るか 

ⅰ）障害のある人のくらしを支えるうえでの困難さ 

・感染リスクを理解することや自身で予防対策を徹底すること。 

・障害サービスの利用を継続するかの判断。 

・体調不良の際に自身で訴えることや症状を説明すること。 

・家で過ごすことが苦手で状況を理解することが難しい方の支援。 

・自粛等の影響でＧＨの日中と週末を支えるヘルパーが必要になったがスタッフ数が足りずオーバー

ワーク気味で乗り切る感じになっている。 

・訪問先へ伺うスタッフは自分がコロナを持ち込んでしまわないように対応してはいるものの、もし

ものことを考えてしまうと心理的なストレスになっている。 

・利用者が不安定、ストレスが溜まっていても発散場所がない。 

・ＧＨ側から外出を禁止されたが本人ルールがわからず通所先に行ってしまい通所先が困ってしまう。 

・自粛で会えないことを伝えると支援者が会いたいくないと捉えられてしまう。 

ⅱ）知恵と工夫の共有 

・他の施設の管理者や職員と電話、メールやＦＡＸで情報交換している。普段のネットワークづくり

が非常に役立っている。 

・面談・訪問の中止(緊急時以外)。電話相談へ切り替える。電話で不安が軽減できるよう丁寧な対応

を心掛けた。交代勤務の実施。 

・突然の来所者への体温の確認。手指消毒。短時間にしてもらう。 

・ＧＨ、通所事業所、ヘルパー事業所が同じ法人内にあるので自粛で縮小している通所のスタッフに
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ヘルパーをお願いしＧＨへ応援に行っていただいている。 

・コロナの現状が続いていく中で新たな対応が必要。障害者にもできそうなオンラインでの対応を考

えてもいいのではないか。 

 

第２回コロナ禍の取り組みについて―アンケート結果のまとめ 

 

開催案内と同時にアンケートを送付したが今年度、初めての対面での会議であったため出席した委員

全員にひと言ずつ発言してもらうこととした。（以下、意見の抜粋） 

 

・居場所がなくなった時の居場所について検討が必要かと思った。コロナ禍の中で防災意識は高まっ

た 

のは良かったと思っている。 

・インターネットを通したやり取りが増えたことで遠方の人とも情報共有が出来た。対面でのやり取

りの重要性を感じた。 

・利用者の外出機会が激減した。それに伴い運動機能や ADL の低下を招いた。その中でも衛生に関

して意識が高まったのは良かった。 

・職員の体調管理や調子が悪ければ休むという意識が高まった。 

・緊急事態宣言中は面接や訪問を中止し電話での対応のみ行っていた。日頃の信頼関係がこういう時

に影響すると感じた。 

・短期入所は 1 か月自粛をした。家で過ごさなければならないことに対して難しい方も居て手を差し

伸べられないことに対して苦しい思いもあった。 

・多くの方が集まる中でどうソーシャルディスタンスを確保するかを考えながら行った。結果的に小

グループでの対応としたが、人件費がかさむようになった。 

・この状況下での地域活動の難しさを感じている。生活困窮による貸付制度の相談も増えた。10 年

分くらいをこの 1 年で貸し付けた計算となる。 

・クラスターが発生することへの恐怖を抱えながら職員は支援をしていた。通所や短期入所を断るこ

とについて、職員間の意見の食い違いがありぶつかることもあった。 

・外に出られないことに対して不満を抱える利用者さんがいた。ボランティアも中止したため、その

部分が職員の負担となり、職員の負担がより増えた。通所や外泊がないことで施設の収入は増えた。 

・在宅ワークについてのノウハウがなく、大変だった。通所も閉じたが利用者のストレスや家族の負

担は多くなった。 

・元々家に居るのが難しいという方がデイケアに来ていたので、来られないことでストレスは与えて

しまった。調子を崩したり職を失ったりした方もいた。 

・プール開放を行い地域交流が出来た。利用者のストレングスを見つけられた。 

・ウィルスと共存していくことが大切と考え基本的にイベント以外は通常通り行っていた。 

・当事者の集まりを中止。現在は再開しているが、人と繋がれることの大切さを改めて実感した。 

・自殺に関する相談件数は増えていて特に経済困窮によるものが多い。生活保護の相談件数も増えて

いる。また福祉従事者の心の相談窓口もあり、保健所の HP に載っているので是非活用して欲しい。 

 

各事業所での大変さを共有するとともに新たな強みにも気づくこともできた。今できることをやるし

かないと思っている。今後も流れに合わせて模索していくという‘状況判断’をしていくことが福祉

には求められている。マニュアル化出来ないことが多いため、このように意見交換をすることで活用

出来たら良い。支援者が少しでも元気になれると良い。 

 

活動企画については感染リスクのあることは避けるべきという意見やオンライン開催にあたり通信環

境が整わないという事業所もあり今年度は中止の方向。 

 

第３回 

当初議題としては、今年度のまとめとしていたが感染拡大を受け前回の会議より新型コロナウィルス

にまつわる支援環境も変化していると思われるため引き続き『コロナ禍の支援について』という内容

とした。委員全員にひと言ずつ発言してもらうこととし、質問等の出た内容について議論した。（以下、

意見の抜粋） 

 

ⅰ）現状の情報共有 

・周囲に濃厚接触者がいた場合、結果が出るまでサービスが利用できないため困ったケースがあった。
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また、その状況を周囲に相談できないという課題もあった。 

・不要不急の面接、外出は控えているが個々の事情により‘緊急’の線引きが難しい。 

・コロナ禍に限らずだが障害者個人というより家族単位での複雑な相談案件が多い。 

・職員のワクチン接種が始まるが接種を拒否する職員もいる（特に若い職員に多い）。強制ではないた

め難しい問題がある。ワクチンを受けない職員に対するハラスメント（業務の押し付けなど）も顕在

化してきている。 

・コロナが怖くて外出できくなったＧＨ入所者がいるため職員が 24 時間体制で支援をしている。週

末、自宅で過ごしたい方に関しては車での移動のみ許可している。 

・当事者団体は活動場所の確保ができないことなどもあり１年間活動ができていない。 

・高齢のご家族が抱える不安などもあると思うが会えていないので情報集約もできない。コロナ禍で

あるが故に施設職員、入所者ともに健康管理が徹底され体調崩す人も少なくなっている。 

・短期入所、日中一時支援について利用者は１，２割程度が利用自粛。２回目の緊急事態宣言なので

ある程度、前回に比べ対応もわかっていきているため『制限』ばかりではなく対策を講じるところと

支援が必要な場面の見極めができ多少、柔軟になってきている。 

・病院ではオンライン面会など新しい試みを取り入れた。 

 

ⅱ）他事業所に聞いてみたいこと 

・孤立しない支援の工夫はあるか。 

⇒企画書の段階だが身体障害者の若い方が集まるグループのメンバー同士が手紙を送り合い、それを

集約して記事にすることでお互いの安否を確認するという試みを考えている。またＺＯＯＭの活用に

ついても検討している。 

 

・マスクの着用に拒否がある方の対応はどうしているか。 

⇒院内放送を流すことで意識付けしている。 

職員の総意でアイデアを出しながら個別支援計画を立て衛生面の課題を強化している。みんながマス

クをしていれば周囲を見て‘自分もやるものかな’と学習している印象もある。 

 

・単身の方が在宅で陽性なった場合の対策のアイデアはあるか。 

⇒保健所との連携や情報共有が支援者の役割になるかと思う。 

 

・引きこもりになり長期で在宅になってしまったケースの支援をどうするか。 

⇒家族が高齢なこともあり家族の意向で通所できていない方には支援が届きにくい。家族が決めたこ

とに対して職員はなにもできないと思ってしまう。「必要な時には連絡して」と伝えるなど電話で安否

の確認などをしている。繋がれるところで繋がっていければと思っている。常日ごろからの信頼関係

が大事だなと思う。 

 

コロナ禍においては個人と社会の状況との折り合いをつける場所が見つからないという状態が続いて

いる。今後も、ひとりひとりが不安に感じない感覚を目指しベストはないがベターな状況はないかと

考えていかなければいけない。今回の会議では意見をひとつにまとめるのではなく緊急事態宣言下で

情報を共有するという目的が達成できた。日々状況が変わると思うが、またみなさんで共有できれば

と思う。 
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９．相談支援連絡会の概要、開催状況及び活動成果等について 

 
【相談支援連絡会の概要】 
 

役割 

 相談支援連絡会は、相談支援機関の役割分担などの地域の相談支援体制のあり方やサー
ビス等利用計画等の効果的な推進方法を検討するとともに、地域の相談支援機関とサービ
ス提供事業所等との連携や支援力の向上を図ることを目的としている。 
 平成３０年度からは、「相談支援事業所の情報共有」、「相談支援専門員の必要な知識や
技術の向上」、「地域課題の抽出及び集約のための意見聴取」などを主な目的としていくた
め、相談支援事業所のみの委員構成とし、市内全ての相談支援事業所に委員として参加し
ていただくなど、内容や委員構成を一部変更した。 

回数 年１回 
委員構成 障害者相談サポートセンター、指定相談支援事業所 
事務局 福祉部障害福祉課 

 

【相談支援連絡会の開催状況】 

（年４回 開催予定） 
 開催日 内   容 

第１回 
令和２年５月 

 書面会議 

● 令和元年度 活動内容の振り返り 

● 令和２年度 活動内容（案）について 

● 令和２年度 研修会と勉強会のアンケート調査 

第２回 未実施 

● 新型コロナウイルス感染拡大の影響により、会議は未開催。 

 市内相談支援事業所を対象に実態把握と課題抽出のために、 

 「横須賀市相談支援事業所状況調査 2020」を依頼。 

※R３年２月中旬に締め切り、データを集計中。 

研修会 

① 

令和 2 年 

１月 20 日（水） 

●映像視聴研修 神奈川県発達障害支援センター公開講座「発達

障害の理解と支援～大人の発達障害の理解と関わり方について

～」昭和大学附属烏山病院 太田晴久医師 

  ※原則、相談支援連絡会委員を対象とする。 

※新型コロナウイルス感染拡大防止のため延期。 

研修会 

② 

令和 3 年３月 

予定 

※新型コロナウイルス感染拡大の影響や講師との調整がつかず、

延期。 

 

【令和２年度の取り組みについて】 
  令和２年度は年４回の会議開催と、情報共有の場として情報交換会を同日程で開催する予定

であったが、新型コロナウイルス感染拡大の影響でグループワークを伴う会議開催は困難であ

ると判断し、中止とした。また、相談支援専門員の勉強会もグループワークの対応となるため

中止とした。研修会は、昨年度は開催延期となったため、感染防止対策をした上で IT 等を活用

して開催を予定していたが、やむを得ず延期となった。 

９月、１月、３月開催予定の会議は実施できていないが、会長、副会長、事務局と検討し、

相談支援事業所を対象に実態調査を行った。今後も実態把握や課題抽出に努めていきたい。 
【令和元年度の活動の成果】 

令和元年度は年４回の開催予定であったが、新型コロナウイルス感染拡大の影響で第４回連絡会、

２月開催予定であった研修会は中止とした。各回では同日程で情報共有の場として情報交換会を開催

している。また、相談支援専門員の質の向上のための勉強会を開催した。その他、地域課題の抽出及

び集約のための意見聴取の場、基幹相談支援センター開設に向けた情報共有や意見提出の場を設けて

いる。第２回「基幹相談支援センターについて」グループディスカッションの結果は、基幹相談支援

センター検討会に報告している。勉強会では「モニタリングについて」のグループディスカッション

を行い、サービス加算取得のための工夫、業務量の負担、個別のケース対応の課題など、事業所ごと

の取り組みを共有することができた。なお、２月開催予定であった研修会は中止となったが、令和２

年度においても同様のテーマで開催することを検討したい。 
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10．こども支援連絡会の概要、開催状況及び活動成果等について 

 
【こども支援連絡会の概要】 
 

役割 
  こども支援連絡会は、障害のある児童の支援に係る基本情報の作成、その活用方法やそ
の効果の検証を行うとともに、関係機関の役割の調整を行うことにより、地域の教育と福
祉と家庭の連携や支援力の向上を図ることを目的としている。 

回数 年３回  

委員 
構成 

障害者相談サポートセンター、神奈川県立武山養護学校、神奈川県立岩戸養護学校、 
横須賀市立養護学校、居宅介護事業所、児童系サービス事業所、 
障害当事者・家族（障害者施策検討連絡会）、横須賀市療育相談センター、 
横須賀市児童相談所、こども育成部こども家庭支援課、 
こども育成部こども健康課（南健康福祉センター）、教育委員会学校教育部支援教育課 

事務局 福祉部障害福祉課 
 

【こども支援連絡会の開催状況】 
令和２年度：年３回開催（６月、１０月、2 月を予定） 

 

 開催日 内   容 

第１回 
令和 2 年６月 
書面会議での開催 

● 令和２年度 活動内容（案）について 

第２回 
令和 2 年 
10 月 19 日（月） 

●支援級との連携について 
●コロナウイルスの影響について 

第３回 
令和３年３月 
書面会議での開催 

●今後の障害とくらしの支援協議会について 

   ◇サポートブックの周知説明会、主にサポートブックの情報登録者を対象とした情報交換会 
     や支援会議の開催については、コロナウイルスの影響で今年度は開催ができておりません。 
 
【令和２年度の取り組みについて】 
（１）サポートブックの作成と活用（サポートブック推進事業）の本運用を段階的に 
      実施するための取り組みを引き続き行います。 
＜令和元年度の取り組みから見えた課題＞   
  ◇ 更新作業のフォロー体制の整備と拡充   
  ◇ 活用場面の積み上げ 
       ＊ 面接時や計画作成時の基礎資料としての活用 
       ＊ ライフステージが移行する時の引き継ぎ資料としての活用     
       ＊ 障害基礎年金の申請時の基礎資料としての活用 
       ＊ 支援会議における基礎資料としての活用 

（本人・保護者の願いの反映と支援方針の共有化） 
       ＊ サポートブックの活用漏れ 
  ◇ 周知先の拡大や働きかけの強化（医療機関、支援級、児童通所事業所など） 
＜サポートブックの本運用の展開（方向性）＞   
  ◇ サポートブックの周知のための説明会の開催（保護者・支援者向け） 
    ⇒ ひまわり園・特別支援学校（所属機関ごと）の保護者会などで説明会を開催  
     ⇒ 障害児通所支援事業所を利用している児童の保護者向けの説明会を開催 
     ⇒ 支援者向け（障害児通所支援事業所の職員、学校の教員など）の説明会の開催      
  ◇ サポートブックの活用のための情報交換会（勉強会）の開催（保護者・支援者向け） 
     ⇒ 主にサポートブックの情報登録者を対象とした情報交換会を開催 
  ◇ サポートブックをツールとして活用した支援会議を開催 
   ⇒ サポートブックに記載されている「本人・保護者の願い」「日常生活のちからの記録」等の 
         情報を活用して、支援計画の作成・見直し、支援の方向性の共有化を行う 
  ◇ サポートブックの「更新や見直しの効果」「活用場面」などの継続的な評価と数年後の事業の 
     見直し（評価を踏まえた上での改良）に向けた検証 
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（２）障害のある児童に関する課題を吸い上げ、その課題について協議するとともに、 
      実務者運営会議や全体会へ報告していきます。 
  ◇ 障害のある児童に関する地域の課題について、テーマを決めて意見交換を行い、協議会 
     として取り組むべき課題として抽出し、実務者運営会議や全体会へ報告していきます。 
   ⇒今年度はトライアングルプロジェクト、その中でも教育と福祉の連携に焦点をあてて 

第２回こども支援連絡会で意見交換を行いました。 
 
【サポートブック推進事業スケジュール】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10月 19 日 
☆こども支援連絡会（第２回）において、本運用のスケジュール・進捗状況の 

確認と検証 

11月 25 日 ◇市立養護学校中学部３年生保護者向け説明会（説明と配布） 

12 月 25 日 ◇ 武山養護学校タウンミーティングにて周知 中止 



28 

11．短期入所のあり方検討プロジェクトの概要、 

                   開催状況及び活動成果等について 
 

【短期入所のあり方検討プロジェクトの概要】 
 

役割 
  保護者の入院や死亡等による緊急時等の短期入所の利用調整の仕組みづくりを検討する

ことを目的とした課題別会議である。  

回数 年２回    ※ワーキング１回 

委員 

構成 

短期入所事業所、障害者相談サポートセンター、指定相談支援事業所、障害者団体、行政機

関 

事務局 福祉部障害福祉課 

【短期入所のあり方検討プロジェクトの開催状況】 
   令和２年度は、プロジェクトを年３回開催（５月末、１０月、２月）ワーキングを適宜開催予定で
したが、新型コロナウィルス感染症の感染拡大防止の観点からスケジュールを変更せざるを得なかっ
た。 

 開催日 内   容 

第１回 
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 

令和２年 
７月２０日（月） 

● 令和１年度 活動内容の振り返り 
● 令和２年度 活動内容（案）について 
● 緊急短期入所等受入処遇費扶助について 
● その他 

第１回 
ワーキング 

 

令和２年 
１０月２８日（水） 
 

●短期入所ワーキングと短期入所事業所臨時会の位置づけの確認 
●新型コロナウィルス感染症の影響について 
●緊急短期受入加算と緊急短期入所等受入処遇費扶助の事例 
●共通アセスメントシートについて 
●その他 

第 2 回 
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 

 

令和 2 年 
１１月 26 日（木） 

●短期入所事業所ワーキングの報告について 
●新型コロナウィルス感染症の影響について 
●今年度の短期入所在りかた検討プロジェクトについて 
●その他の課題について（意見交換） 

 
【令和２年度の取り組みについて】 

令和２年度のプロジェクト会議は年 3 回、ワーキングを連絡会（仮称）とし年３回（５月末、１０
月、２月）、緊急時の受け入れ対応に関する臨時会議を必要時、実施予定だった。 

プロジェクトは３回予定だったが２回実施、ワーキングは、２回予定だったが１回の開催となった。。
プロジェクトは第１回を７月２０日、第２回を１１月 26 日に開催し、ワーキングの報告・確認や新
型コロナウイルス感染症の影響の共有等を行った。 

ワーキングは、第１回を 10 月 28 日に開催し情報共有、短期入所利用調整や令和２年度から適応
される緊急短期入所等受入処遇費扶助について確認、臨時会の位置づけを確認した。第２回は令和３
年 2 月に開催予定だったが、コロナウイルスの影響のため延期とした。令和３年度については、引き
続きアセスメントシートの活用方法の検討や、改定の検討の検討を行いたい。 
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12．移動支援のあり方検討プロジェクトの概要、 

開催状況及び活動成果等について 
【移動支援のあり方検討プロジェクトの概要】 

役割 
圏域内の移動支援に関する考え方のすり合わせやより適切な移動支援のあり方を検討

することを目的とした課題別会議である。 

回数 年３回    （送迎ワーキング１回） 
委員 
構成 

移動支援事業所、児童通所系サービス事業所、障害者相談サポートセンター、指定相談支
援事業所、障害者団体、教育関係機関、行政関係機関 

事務局 福祉部障害福祉課 
 

【移動支援のあり方検討プロジェクトの開催状況】 
 

 開催日 内   容 

第１回 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 

令和２年 

８月６日（木） 

● 座長・副座長の選出 
● 令和元年度 活動内容の振り返り 
● 令和２年度 活動内容（案）について 
● その他 

第 2 回 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 

令和２年 

１０月２７日（火） 

● 通所や通学に関する実態把握について 
● その他 

第１回 

ワーキング 

令和２年 

１２月２４日（木） 

● 今後の進め方について 
● その他 

第３回 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 

令和３年１月 

（書面会議） 

● 通所送迎ワーキンググループの報告について 
● 令和３年度の取り組みの検討について 
● その他 

 

【令和２年度の取り組みについて】 
１ 通所施設への更なる調査の検討・生活介護事業所 ヒアリングの継続 
   生活介護事業所への調査結果を踏まえて、数か所の事業所に対して、直接事業所を訪問し 

実態を把握する。また生活介護以外の事業所への調査等も検討を行う。 
２ 送迎に関する新たな制度の検討 

生活介護事業所への調査結果を踏まえて、実情に合わせた制度の検討を行う。 
  具体的には市から制度の提案を行い、プロジェクトメンバーで検討を行う。 
３ 通学に関する実態把握継続 
   各養護学校へのヒアリング等を実施し、実態把握に努め、移動支援以外の障害児の「移動」 

に関する方法を模索する。 
 

 

 
 

以上のことから、今後のプロジェクトは以下のようにすすめていくのが効率的である。 
１ 行政による実態把握の継続 ＋ 制度案設計の提案 
２ 「移動支援のありかた検討プロジェクト」メンバーによる分析、意見  
３ プロジェクトの意見による制度案の修正 
４ 行政による予算化  
※ ただし、新たな制度には当然、財源の問題が生じる。例えば、新たな施設送迎の制度をつくるの

であれば、その分、移動支援をどう見直していくのか？という問題が生じる点も議論していく。 
※ 調査の過程ででてきた意見、複数事業所で送迎を協力して行う等民間事業所の創意とアイデアも積

極的に活用していく。 
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【令和３年度の取り組み・進め方について】 
 

１ 送迎に関する新たな制度の検討 
令和２年１２月に、送迎に関する新たな制度の検討をスムーズに行っていくために、生活介護事

業所や放課後等デイサービス事業所、移動支援事業所等のメンバーで構成する通所送迎ワーキング
グループ（事務局は障害福祉課）を設置した。 

令和３年度は、このワーキンググループを中心に、特に送迎の課題として見えている「人員」、「車
両」、「送迎の範囲（距離）」の問題について、他自治体の先行事例や取り組みを参考にしながら、意
見や知恵を出し合い、より具体的な議論を進めていく。 

なお、ワーキンググループでの検討経過については、随時、移動支援のあり方検討プロジェクト
の本会議に報告し、内容を検討していく。 

 
２ 通学に関する実態把握 
  令和２年度中は、新型コロナウイルスの影響もあり、市立養護学校のみヒアリングを行った。令

和３年度は、他の養護学校へのヒアリング等を継続していく。そのうえで、実態把握に努め、移動
支援以外の障害児の「移動」に関する方法を模索する。 
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１．協議会の設置要綱 
 

 

 

 

                         ○ 横須賀市障害とくらしの支援協議会設置要綱 

平成20年8月1日 

（総則） 

第１条 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 （平成17年法律第 123号）第89 

条の３第１項の規定に基づき、 地域における障害福祉に関する関係者による連携及び支援の体制に関す 

る協議を行うため、横須賀市障害とくらしの支援協議会（以下「協議会」という。）を設置する。 

（組織） 

第２条 協議会は、全体会、実務者運営会議、つながり創り連絡会、個別支援調整会議及び課題別会議 

によって組織する。 

２    全体会は、実務者運営会議、つながり創り連絡会、個別支援調整会議及び課題別会議において協 

議された事項について、 各関係者で情報を共有し、 次の各号に掲げる事項について協議する。 

(１)  障害児者等に対する支援及び関係機関の連携に関するシステム全体に関すること。 

(２)  協議会の年間活動方針に関すること。 

(３)  協議会の組織に関すること。 

(４)  その他協議会の設置目的を達成するために必要な事項 

３    実務者運営会議は、 協議会が円滑に機能するための環境整備のため、 次の各号に掲げる事項に 

ついて協議し、その結果を全体会に報告する。 

(１)  障害児者等の支援に係る情報交換に関すること。 

(２)  協議会の運営スケジュール等の調整に関すること。 

(３) 課題別会議で協議する課題の設定に関すること。 

４    つながり創り連絡会は、 次の各号に掲げる連絡会で構成し、それぞれ当該各号に掲げる事項につ 

いて協議し、それらの結果をそれぞれ実務者運営会議に報告する。 

(１)  くらしを支える連絡会   地域生活を支えるために、 今ある資源の状況把握、 有効活用等、 具 

体的なサービス提供のあり方について 

(２) 相談支援連絡会   相談支援機関の役割分担等の地域の相談支援体制のあり方及びサービス等利 

用計画等の効果的な推進方法について 

(３)  こども支援連絡会   児童期におけるライフステージに応じた適切な支援を行うために、 教育、  

福祉及び家庭の連携並びにサポートブックの活用の推進について 

５    個別支援調整会議は、 具体な困難事例について協議し、その結果を実務者運営会議に報告する。 

６    課題別会議は、 つながり創り連絡会及び個別支援調整会議から報告された課題のうち特に協議す 

るべきものと実務者運営会議で定めたものについて協議し、その結果を実務者運営会議に報告する。 
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（全体会） 

第３条 全体会は、委員25人以内をもって組織する。 

２    全体会の委員は、市長が指名する職員、市長が別に定める関係機関、 相談支援事業者及び障害福 

祉サービス事業者に所属する者のうち、それぞれの長が推薦するもの並びに障害者及びその家族の代表 

者をもって組織する。 

３    全体会の委員の任期は、３年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

第４条 全体会に会長を置き、全体会の委員が互選する。 

２    会長は、会務を総理し、会議の議長となる。 

３    会長に事故があるときは、あらかじめ会長が指名する委員がその職務を代理する。 

第５条 全体会は、会長が招集する。 

２    全体会は、必要に応じて委員以外の者の出席を求め、意見を聴くことができる。 

（実務者運営会議） 

第６条 実務者運営会議の委員は、 市長が別に定める関係機関、 相談支援事業者、  障害福祉サービス 

事業者その他障害福祉に関する関係機関に所属する者のうちから会長が指名するものをもって組織する。 
 
第７条 実務者運営会議に委員長を置き、 実務者運営会議の委員が互選する。 
２   第３条第３項、 第４条第２項及び第３項並びに第５条の規定は、 実務者運営会議の委員の任期、  
委員長の職務及び実務者運営会議の会議について準用する。 

（つながり創り連絡会） 

第８条 くらしを支える連絡会、相談支援連絡会及びこども支援連絡会の委員は、市長が指名する職員、   

市長が別に定める関係機関、相談支援事業者、障害福祉サービス事業者その他障害福祉に関する関係機関 

に所属する者のうち、それぞれの長が推薦するもの並びに障害者及びその家族の代表者をもって組織する。 

第９条 くらしを支える連絡会、相談支援連絡会及びこども支援連絡会にそれぞれ会長を置き、くらし 

を支える連絡会、相談支援連絡会又はこども支援連絡会の委員がそれぞれ互選する。 

２    第３条第３項、第４条第２項及び第３項並びに第５条の規定は、くらしを支える連絡会、 相談支 

援連絡会及びこども支援連絡会の委員の任期、会長の職務及びく らしを支える連絡会、相談支援連絡会 

及びこども支援連絡会の会議について準用する。 

（個別支援調整会議） 

第10条 個別支援調整会議の委員は、相談支援事業者及び福祉部障害福祉課に所属する者のうち、それ 

ぞれの長が推薦するものをもって組織する。 

第11条 個別支援調整会議にコーディネーターを置き、個別支援調整会議の委員が互選する。 

２    第３条第３項、第４条第２項及び第３項並びに第５条の規定は、個別支援調整会議の委員の任期、   

コーディネーターの職務及び個別支援調整会議の会議について準用する。 

（課題別会議） 

第12条 課題別会議の委員は、市長が指名する職員、市長が別に定める関係機関、相談支援事業者、障 

害福祉サービス事業者その他障害福祉に関する関係機関に所属する者のうち、それぞれの長が推薦する 

もの並びに障害者及びその家族の代表者をもって組織する。 

２    課題別会議の委員の任期は、実務者運営会議で設定された課題別会議の課題を協議するために必 

要な期間（３年を上限とする。）とする。ただし、補欠委員の任期は、 前任者の残任期間とする。 
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第13条   課題別会議に委員長を置き、 課題別会議の委員が互選する。 

２    第４条第２項及び第３項並びに第５条の規定は、 課題別会議の委員長の職務及び課題別会議の会 

議について準用する。 

（秘密等の保持） 

第14条 全体会、実務者運営会議、つながり創り連絡会、個別支援調整会議及び課題別会議の委員並び 

にこれらの会議に出席した者等協議会の関係者は、障害児者等の個人情報の保護に十分留意し、正当な 

理由なくその職務に関して知ることのできた情報を他に漏らしてはならない。その職を退いた後も同様 

とする。 

（庶務） 

第15条 横須賀市障害とくらしの支援協議会の庶務は、福祉部障害福祉課において行う。 

（その他） 

第16条 この要綱に定めるもののほか、横須賀市障害とくらしの支援協議会の組織及び運営に関し必要 

な事項は、全体会の同意を得て会長が定める。 

附   則 

（施行期日） 

１    この要綱は、平成20年８月１日から施行する。 

（経過規程） 

２    第３条第３項の規定 （第７条第３項及び第９条第３項の規定により準用される場合を含む。）に 

かかわらず、この要綱の施行後初めて任命された委員の任期は、平成22年３月31日までとする。 

附   則 

この要綱は、平成21年４月１日から施行する。 

附   則 

この要綱は、平成22年４月１日から施行する。 

附   則 

この要綱は、平成23年４月１日から施行する。 

附   則 

この要綱は、平成24年４月１日から施行する。 

附   則 

この要綱は、平成25年４月１日から施行する。 

附   則 

この要綱は、平成27年４月１日から施行する。 

附   則 

この要綱は、平成29年４月１日から施行する。 

附   則 

この要綱は、平成30年４月１日から施行する。 

附   則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 



35 

２．協議会の傍聴に関する要領 
 
 
 
 

○ 横須賀市障害とくらしの支援協議会の会議の傍聴に関する実施要領 

 

（総則） 

第１条 この要領は、横須賀市障害とくらしの支援協議会（以下「協議会」という。）の会議の傍聴に

関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（会議の公開） 

第２条 協議会は、個別支援調整会議を除き、原則として公開とする。 

２ 協議会の公開の対象となる会議（以下「会議」という。）は、全体会、実務者運営会議、つながり

創り連絡会及び課題別会議とする。 

３ 第１項の規定にかかわらず、会議の検討内容等で個人情報を取り扱う場合その他公開しないこと

に合理的な理由がある場合には、会議の長の判断により、これを非公開とすることができる。 

 

（傍聴人の定員） 

第３条 会議の傍聴者の定員は、原則として５人とする。 

２ 傍聴の申し込みの受付は、会議の開催の当日、所定の場所において開会の３０分前から行い、１

０分前に締め切るものとする。 

３ 傍聴を希望する者が第１項の定員を超えた場合は、抽選で傍聴者を決定する。 

 

（傍聴章） 

第４条 抽選により選出された傍聴者は、傍聴章（別記様式）の交付を受け、これを常時見えるとこ

ろに着用しなければならない。 

２ 抽選により選出された傍聴者は、傍聴を終え退場するときは、前項の傍聴章を返却するものとす

る。 

 

（傍聴者の遵守事項） 

第５条 傍聴者は、次の事項を守らなければならない。 

（１）会議の委員等の発言に対し、拍手その他の方法により賛否を表明しないこと。 

（２）話をし、又は笑って騒ぎ立てないこと。 

（３）鉢巻き、腕章の類をする等の示威的行為をしないこと。 

（４）帽子、コート、マフラーの類を着用しないこと。ただし、病気その他の理由により会議の長の

許可を得たときは、この限りでない。 

（５）会議の長が認めた場合以外の飲食はしないこと。 

（６）写真、ビデオ等を撮影し、又は録音をしないこと。 

（７）コンピュータは会議の妨げとならないよう使用すること。 

（８）むやみに席を離れないこと。 

（９）前各号に定めるもののほか、会議の秩序を乱し、又は会議の妨げになるような行為をしないこ

と。 
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（違反者に対する措置） 
第６条 傍聴者が前条の規定に違反したときは、会議の長はこれを制止し、その命令に従わないとき

は、これを退場させることができる。 

 

   附 則 

 この要領は、平成22年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この要領は、平成25年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この要領は、令和元年５月27日から施行する。 

 

 

 

 

別記様式（第４条第１項関係） 

 

 

Ｎｏ 

        横須賀市障害とくらしの支援協議会 

 

傍 聴 章 

（お帰りの際は事務局へお返しください。） 
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